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主 文

原判決中被告人Ａに関する部分を破棄する。

同被告人を懲役２年６月に処する。

同被告人に対し，この裁判が確定した日から４年間上記刑の執行を猶

予する。

原審における訴訟費用は，その４分の１を同被告人の負担とする。

被告人Ｂの本件控訴を棄却する。

理 由

１ 被告人Ａの本件控訴の趣意は，弁護人浦部信児及び同大森礼子共同作成の控訴

趣意書に，被告人Ｂの本件控訴の趣意は，弁護人酒井満太作成の控訴趣意書にそ

れぞれ記載されたとおりであるから，これらを引用する。

そこで，記録を調査し，当審における事実取調べの結果をも併せて検討し，次

のとおり判断する。

２ 被告人両名の控訴趣意中，詐欺に関する事実誤認及び法令適用の誤りについて

論旨は，要するに，原判決は，被告人両名が共犯者Ｃ（平成１７年１月死亡）

及び同Ｄと共謀し，平成１４年２月から同年３月にかけて，当時のａ町及びａ町

土地開発公社が株式会社Ｅから土地を買い入れるに当たり，同土地に根抵当権を

設定していた株式会社Ｆに対し，その売買代金が２億３０００万円であるのに２

億円であるように装い，その旨誤信させて上記根抵当権設定登記を抹消させ，Ｅ

に財産上不法の利益を得させたという２項詐欺の事実を認定したが，被告人両名

には２項詐欺の故意，すなわち２項詐欺の成立に必要な欺罔行為についての認識

がなかったし，また，根抵当権の交換価値を検討すれば，Ｆには損害が発生して

いないことが明らかであるのに，根抵当権設定登記の抹消それ自体を財産上の損

害に当たると判断したのであるから，原判決は，故意の成立及び損害の発生につ

き，事実を誤認し，かつ，刑法２４６条２項の解釈を誤っており，原判決には判

決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認及び法令適用の誤りがある，という
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のである。

しかし，原判決が，その挙示する証拠に基づき，被告人両名につき，Ｆに対し

本件土地の売買代金を偽ることの認識があったとして２項詐欺の故意を認め，か

つ，Ｆが根抵当権設定登記の抹消に応じたこと自体が財産上の損害に当たると判

断し，上記のとおり２項詐欺の成立を肯認したことは相当であり，原判決に事実

の誤認や法令適用の誤りがあるとは認められない。

所論は，被告人両名が，Ｆに対し，本件土地の売買代金を真実は２億３０００

万円であるのに２億円であると偽ることを認識していたとしても，Ｆが債権回収

について特殊な方針，すなわち，担保不動産の売買代金から経費を控除した残額

すべての弁済を受けた場合に限って根抵当権設定登記の抹消に応じるという方針

をとっていたことを認識していなければ，Ｆに売買代金の額を偽ることが根抵当

権設定登記を抹消させる手段となることまで認識していたとはいえないので，財

産的処分行為に向けられた欺罔行為を行うことの認識があったとはいえず，被告

人両名には２項詐欺の故意がなかった旨主張する。

しかし，関係証拠によると，Ｆは，金融機関の有する不良債権を買い取り，そ

の債権の回収を目的として設立されたものであり，できる限り債権額に近い額で

の回収を目指すのは当然であり，本件土地が代金２億円で売買され，その代金か

ら経費５７５０万円を控除した残額１億４２５０万円がすべてＦへの返済に充て

られることを前提として，根抵当権設定登記の抹消に応じたものであるが，仮に

売買代金が２億３０００万円であることを知っておれば，１億４２５０万円以上

の弁済を受けなければ根抵当権設定登記の抹消に応じることはなかったと考える

のが相当であり，そうすると，被告人らに欺罔されて売買代金が２億円であると

誤信したため根抵当権設定登記の抹消に応じたことが明らかであるところ，被告

人Ａは，原審公判廷において，共犯者Ｃとの間で，最終的に平成１３年３月ころ，

２億３０００万円で本件土地を買収するにもかかわらず，Ｆには売買代金が２億

円であると嘘の説明をして根抵当権を抜いてもらい，３０００万円を裏金として
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浮かせることに決まった旨，及びＦが実際の売買代金が２億３０００万円である

と知ったら話は進まなかったと思う旨供述し，また，被告人Ｂも，原審公判廷に

おいて，同年１０月ころ，被告人Ａから本件土地の売買代金が２億３０００万円

であると聞かされた後，共犯者ＣからＦには売買代金を２億円であると偽って真

実の売買代金との差額３０００万円を他の債権者への工作資金ないし裏金として

残すと言われ，Ｆを騙して根抵当権を抹消させることが分かった旨供述している

のであり，被告人両名とも，少なくともＦに対し売買代金を２億円であると偽る

ことによって何らかの財産的処分行為をさせて財産上の損害を与えることを認識

していたのであるから，Ｆが根抵当権の抹消についてどのような判断をするか，

またＦに具体的にどのような損害を発生させることになるかについて認識がなか

ったとしても，２項詐欺の故意の成立に必要な認識，すなわち財産的処分行為に

向けられた欺罔行為を行うことの認識はあったというべきである。

なお，被告人Ａの弁護人らは，原判決では，被告人らがＦに対し平成１４年２

月１９日付け買付証明書をファクシミリ送信した行為が欺罔に当たると認定され

ているが，( )買付証明書は買主の希望価格を記載したものに過ぎず，これに記1

載された価格での購入が買主に義務づけられるものではないし，( )Ｆの依頼に2

応じて上記買付証明書を送信したのであるから，上記行為が２項詐欺の故意に裏

付けられたものとはいえない旨主張するが，上記買付証明書がＦにファクシミリ

送信されるに至った経緯につき，Ｆの本件土地の担当者であったＧ及びＨは，原

審公判廷において，平成１３年４月２４日，共犯者Ｄからａ町が２億円で本件土

地を買収する話があると言われ，多額の回収が見込める情報であったため，これ

を証明できる資料を送って欲しいと依頼し，翌２５日，同月２０日付け被告人Ａ

名義の買付証明書を受け取り，その内容を見て，ａ町長が本件土地を代金２億円

で買い受ける約束をしているものと理解したこと，その後，Ｆは，上記買付証明

書の作成日付が古くなったため，平成１４年２月１５日，根抵当権抹消の可否を

決する稟議資料として被告人Ｂに改めてａ町長名義の買付証明書の発行を依頼し，
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同月２０日，同月１９日付けａ町長発行名義で売買金額を２億円とする買付証明

書コピーをファクシミリで受け取ったことをそれぞれ供述しており，以上によれ

ば，買付証明書が町長作成名義の公文書として決定的役割を果たしたことは明ら

かである。他方，被告人Ａは，共犯者Ｄから同Ｃを通じてＦに提出するためａ町

発行の金額２億円の買付証明書が欲しいと依頼され，Ｆに売買代金が２億円であ

ると信じさせるため，被告人Ｂにその旨の買付証明書を作成して共犯者Ｃに渡す

よう指示し，被告人Ｂは，３０００万円の裏金を作る動機の詳細は聞いていなか

ったとはいえ，結果的にＦを騙すことになることを承知の上でａ町長名義の金額

２億円の買付証明書を作成して上記のとおりＦに送信することに協力したのであ

るから，被告人らが共謀の上，Ｆに対し平成１４年２月１９日付け買付証明書の

コピーを送信した行為は，ａ町が公式に本件土地を代金２億円で買収する意向で

あることをＦに告知し，根抵当権の抹消に応じるよう働き掛けたものにほかなら

ず，それがＦ側の依頼に応じて送信したものであったとしても，上記行為は２項

詐欺の故意に裏付けられたものといわなければならない。

また，被告人Ｂの弁護人は，( )真実の売買代金は２億円であったから，その1

旨をＦに申し向けたとしても，そもそも売買代金を偽ったとはいえないこと，

( )２億３０００万円がすべて抵当権者や差押債権者らに対する債務の支払に充2

てられるものと信じて疑わず，ＥのＤや被告人Ａらが３０００万円を分配取得し

ようとして，真実の売買代金２億円に上乗せして２億３０００万円としたことを

全く知らなかったことを指摘し，被告人Ｂには２項詐欺の故意がなかった旨主張

する。

しかし，上記( )については，関係証拠によると，被告人Ａは，平成１３年１1

２月開催のａ町議会定例会において，本件土地の買収資金２億３０００万円を計

上した一般会計補正予算を議案として提出し，これが全会一致で可決されたこと，

その後，被告人Ａは，本件土地のうちＩの土地をいったん公社が取得してａ町が

公社から買い取ることにした方が得策であることが分かったため，平成１４年１
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月開催の同町議会臨時会において，上記土地の買収資金を１億４５７３万８００

０円に減額修正する補正予算を議案として提出し，これが全会一致で可決された

ほか，同月中に，公社の理事長として理事会を招集し，本件土地のうちＩの土地

を８４００万円台の金額で買収することを提案して補正予算を提出し，全会一致

で承認を得たこと，被告人Ａは，同年３月１２日，ａ町長としてＥから代金１億

４５７３万８０００円でＪの土地を買い受ける旨の仮契約を締結し，同月開催の

同町議会定例会に契約締結についての議案を提出し，全会一致で可決され，本契

約として成立させると共に，同月１２日，公社理事長としＥから代金８４２６万

２０００円でＩの土地を買い受ける旨の契約を締結したことなどが認められ，こ

れらの事実によると，ａ町及び公社がＥから本件土地を代金合計２億３０００万

円で買い受ける旨の売買契約が成立したことは明らかというべきである。なお，

本件詐欺に係るＦの被告人両名及び共犯者Ｄに対する損害賠償請求事件の第一審

及び控訴審の各判決では，売買代金２億３０００万円のうち裏金３０００万円に

相当する部分は通謀虚偽表示により無効であると判示されているが，これは，民

法上，ａ町及び公社が，Ｅとの間で，真意（内心の効果意思）と異なる表示をす

ることについて通謀した，すなわち，表示上は本件土地を代金合計２億３０００

万円で売買する旨の契約を成立させるが，真意は本件土地の売買代金を合計２億

円とする旨の合意をしたのであるから，当事者の真意に従って売買代金中２億円

を超える部分は当事者間では何らの効力を生じないものとされること（同法９４

条１項）を判示したものに過ぎないのであって，これに対し，刑法上の詐欺罪は，

経済的な取引秩序を維持して適法な財産状態を保護することを目的とするもので

あり，当事者間では真意が尊重されるとしても，当事者以外の第三者との関係で

は，表示から推断される意思（表示上の効果意思）に従って取引関係が形成され

るため，この表示に対する信頼を維持しなければ上記目的を達することはできな

いので，本件土地についても表示上の意思に従って代金合計２億３０００万円の

売買契約が成立したことを前提として２項詐欺の成否を考えるべきである。そう
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すると，ａ町及び公社は，Ｅとの間で，表示上，本件土地を代金合計２億３００

０万円で売買する旨の契約を成立させた以上，第三者であるＦとの関係では，そ

の表示に従って売買契約が成立したことを前提として行動することが要請される

ので，Ｆに対して売買代金が２億円であると申し向けた行為は売買代金を偽るも

のといわなければならない。

また，上記( )については，関係証拠によると，被告人Ｂは，平成１３年４月2

ころ，共犯者Ｃの話を聞き，Ｆが本件土地に順位１番の根抵当権を有しているた

め，その承諾がなければ，本件土地の売買自体ができないことが分かったこと，

被告人Ｂは，同年１０月ころ，共犯者Ｃから，本件土地の売買代金が２億円から

２億３０００万円になるが，Ｆには売買代金は２億円であると告げて３０００万

円を浮かすと言われ，Ｆに損害を与えることになると思ったこと，それにもかか

わらず，被告人Ｂは，平成１４年２月２０日ころ，本件土地を代金２億円で買い

受ける旨記載したａ町長名義の買付証明書をＦに送信し，Ｆには売買代金が２億

３０００万円であることを秘して２億円であると誤信させたことなどが認められ，

これらの事実によると，被告人Ｂは，Ｆに対し，本件土地の売買代金が２億３０

００万円であるのに２億円であると欺き，その旨根抵当権抹消につき異なる前提

条件を示して誤信させ，Ｆに損害を与えることを認識していたのであるから，そ

の差額３０００万円の使途を着服ではなく，Ｆ以外の債権者の説得のために使わ

れると予測し，正しく認識していなかったとしても，２項詐欺の故意の成立に欠

けるところはないというべきである。

次に，所論は，( )Ｆは，本件土地の価値を３６８万３０００円と評価し，こ1

れを前提として本件土地の交換価値を把握していたに過ぎないのに，その評価を

大幅に上回る１億４２５０万円もの弁済を受けたこと（被告人両名の弁護人らの

主張），( )Ｆの債権は，無担保になったとはいえ，弁済を受けていない部分は2

残っており，その全体財産を侵害したとはいえないこと（被告人Ａの弁護人らの

主張），( )Ｆが本件土地の実際の処分価格を交換価値として把握していたとし3
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ても，実際の処分価格すなわち真実の売買代金は２億円であったから，Ｆにおい

て売買代金が２億３０００万円であるのに２億円であると誤信したことにより３

０００万円の弁済を受けられず損害を被ったとはいえないこと（被告人Ｂの弁護

人の主張），以上の理由を指摘し，Ｆに損害が発生していない旨主張する。

しかし，Ｆは，本件土地の上に根抵当権を有していたにもかかわらず，売買代

金について欺かれたために根抵当権設定登記の抹消に応じて根抵当権を喪失した

のであるが，根抵当権は，目的物の交換価値を把握し，そこから優先弁済を受け

る権利であり，目的物の価値が金銭その他の物に変形しても，その価値変形物の

上に効力を及ぼすものであって，それ自体が財産的な価値を有するものと認めら

れるから，根抵当権を喪失したこと自体が財産上の損害であるということができ

るので，上記( )のように本件土地の価値変形物である売買代金の額がＦの評価1

より高かったとしても，また上記( )のようにＦの被担保債権のうち弁済を受け2

なかった部分はなお残っているとしても，Ｆが根抵当権の喪失という財産上の損

害を被ったことは否定できないというべきである。更に，上記( )の主張は，真3

実の売買代金が２億円であること，及びＦが３０００万円の弁済を受けられなか

ったことが財産上の損害であることを前提とするものであるが，既に説示したと

おり，本件土地についてはａ町及び公社がＥとの間で表示上の意思に従って代金

合計２億３０００万円の売買契約が成立したことを前提として２項詐欺の成否を

考えるべきであり，またＦが根抵当権を喪失したこと自体が財産上の損害である

と解すべきであるから，これに反する上記( )の主張は採用できない。もっとも，3

上記損害賠償請求事件の第一審及び控訴審の各判決では，Ｆが３０００万円相当

の損害を被ったとは認められないと判示されているが，これは，民法上，Ｆが，

本件土地を代金合計２億３０００万円で売買するとの虚偽表示の外形を信頼した

ものではないので，同法９４条２項の第三者には当たらず，当事者であるａ町及

び公社とＥとの間では代金合計２億円の限度で売買の効力が認められるに過ぎな

いところ，Ｆは，上記２億円の代金額を前提として取引関係に入ったのであるか
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ら，表示上の代金との差額である３０００万円相当の損害を被ったとはいえない

というものであって，Ｆが被告人らの詐欺行為によって根抵当権を喪失し適法な

財産状態を侵害されたことまで否定するものではないといわなければならない。

更に，所論は，原判決は，売買代金を偽った行為が刑法２４６条２項の欺罔行

為に該当し，またＦが根抵当権を抹消したことが財産上の損害に当たると判断し

たが，( )売買代金を偽っただけでは欺罔行為には当たらないし，( )財産上の損1 2

害については根抵当権の交換価値を検討する必要があるのに，その検討をしてい

ないので，刑法２４６条２項の解釈を誤っている旨主張するが，上記( )につい1

ては，Ｆは，被告人らに欺かれて本件土地の売買代金が２億円であると誤信しな

ければ，根抵当権設定登記の抹消に応じることはなかったということができるの

で，被告人らが売買代金を偽った行為が刑法２４６条２項の欺罔行為に当たると

判断した原判決は相当であり，上記( )については，Ｆが上記根抵当権を喪失し2

たこと自体が財産上の損害に当たるというべきであり，その損害の有無を判断す

るに当たって根抵当権の交換価値を検討する必要はないので，原判決がその検討

をしなかったことに何ら問題はないというべきである。したがって，原判決には

刑法２４６条２項の解釈の誤りはなく，所論は採用できない。

論旨は理由がない。

３ 被告人Ｂの控訴趣意中，虚偽有印公文書作成及び同行使に関する事実誤認につ

いて

論旨は，要するに，原判決は，被告人Ｂが同Ａらと共謀し，平成１４年２月２

０日ころ，Ｆが根抵当権を設定した本件土地の売買代金が２億３０００万円であ

るのに，本件土地を２億円で買い受ける旨，虚偽の内容を記載したａ町長Ａ名義

の買付証明書を作成し，Ｆにファクシミリ送信して行使したという虚偽有印公文

書作成及び同行使の事実を認定したが，真実の売買代金は２億円であったから，

その旨記載した買付証明書の内容は虚偽ではないので，上記のとおり虚偽有印公

文書作成及び同行使の事実を認定した原判決には，判決に影響を及ぼすことが明
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らかな事実の誤認がある，というのである。

しかしながら，既に説示したとおり，第三者であるＦとの関係では本件土地を

代金合計２億３０００万円で売買する旨の契約が成立しているにもかかわらず，

上記買付証明書には売買代金が２億円である旨記載されているので，その記載内

容は明らかに虚偽であるから，原判決が上記のとおり虚偽有印公文書作成及び同

行使の事実を認定したことは相当であり，原判決に事実の誤認があるとは認めら

れない。

論旨は理由がない。

４ 被告人Ａの控訴趣意中，背任に関する事実誤認及び法令適用の誤りについて

論旨は，要するに，原判決は，被告人Ａが共犯者Ｄ及び同Ｃと共謀し，本件土

地の売買につき，自己及び共犯者らの利益を図る目的で，ａ町や公社の財政の健

全性の確保に努めるべき任務に背き，平成１４年３月１２日ころから同月２７日

ころにかけて，ａ町及び公社がＥから本件土地を合計２億３０００万円で買い入

れる旨の売買契約を締結し，その代金を支出させ，ａ町及び公社に合計３０００

万円の損害を加えたという背任の事実を認定したが，ａ町及び公社には損害が発

生していないのに，損害発生の事実を認定し，また，仮に損害が発生していると

しても，被告人Ａには売買契約の締結やその代金について決定する権限がなく，

その任務違背行為と上記損害の発生との間には因果関係がないにもかかわらず，

刑法２４７条にいう「任務」の解釈適用を誤り，被告人Ａが任務違背行為に及ん

だ事実を認定したので，原判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤

認及び法令適用の誤りがある，というのである。

しかし，原判決が，被告人Ａが本件土地を代金２億円で購入できたのに，ａ町

議会及び公社理事会に本件土地を合計２億３０００万円で購入する内容の売買契

約を締結することの議決をさせ，その金額を支出させたことがａ町長や公社理事

長としての任務に違背すると判断した上，これによってａ町及び公社に損害を被

らせたものと認め，上記のとおり背任の事実を認定したことは相当であり，原判
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決に事実の誤認や法令適用の誤りがあるとは認められない。

所論は，( )ａ町及び公社が本件土地を合計２億円で購入することができたか1

どうかは明らかでなく，実際の売買代金２億３０００万円との差額３０００万円

相当の損害がａ町及び公社に発生したとはいえないし，( )被告人Ａは，ａ町長2

又は公社理事長として，ａ町議会や公社理事会の議決に従って売買契約を締結す

る権限を有するに過ぎず，その議決を左右できる立場にはないので，上記損害が

発生したとしても，それは，ａ町議会や公社理事会が売買契約を締結する旨議決

した結果であり，被告人Ａが売買契約を締結したことによるものではない旨主張

する。

しかし，上記( )については，関係証拠によると，共犯者Ｄは，倒産状態にあ1

るＥで代表取締役に代わってＥの負債や資産の整理に携わっていたものであるが，

平成１３年３月ころ，共犯者Ｃの来訪を受け，ａ町がＥから本件土地を買収する

に当たり，３０００万円を裏金として浮かせ，そのうち５００万円をＥの取り分

とするので，Ｆには買収金額が２億３０００万円であることを秘して２億円であ

ると嘘の説明をして欲しいと持ち掛けられ，これに応じる決意を固めたこと，ま

た，Ｆの前記担当者らは，同年４月ころ，共犯者Ｄから本件土地の売買代金が２

億円であると説明され，ａ町からも同旨の買付証明書を受け取り，本件土地につ

いて代金２億円の買収の話が進めば被担保債権の大幅な回収処理ができると考え，

平成１４年３月６日には売買代金が２億円であることを前提として根抵当権設定

登記の抹消を承諾したことなどが認められ，これらの事実によると，ａ町及び公

社は本件土地をＥから代金２億円で買収することは可能であったということがで

き，これと前提を異にする所論は採用できないし，また，上記( )については，2

被告人Ａは，前述のとおり，ａ町議会に本件土地の買収資金に関して補正予算を

議案として提出し，その可決を得た上，Ｅとの間でＪの土地の売買について仮契

約を締結し，同町議会に契約締結について議案を提出し，その可決を得て本契約

を成立させると共に，公社理事会にもＩの土地の買収を提案して補正予算を提出
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し，その可決を得た上，Ｅとの間で同土地の売買契約を締結したのであるから，

被告人Ａは，本件土地の売買についてａ町議会や公社理事会の議決を得た上，こ

れに基づいて売買契約を締結し，ａ町及び公社に合計３０００万円相当の損害を

発生させたものであって，被告人Ａによる売買契約の締結と上記損害との間には

相当因果関係があるといわなければならない。

また，所論は，原判決は，( )背任罪にいう「任務」は自己が直接担当する義1

務であるのに，ａ町や公社の健全財政の確保に努めるべき義務であるとして公務

員の一般・抽象的義務で足りるとし，( )被告人には売買契約を締結するかどう2

かの決定権限がなかったのに，その権限があったとして被告人の任務違背を認め

ており，刑法２４７条の解釈適用を誤っている，というのである。

しかし，上記( )については，原判決は，被告人が，売主等と交渉するなどし1

て，できるだけ有利な価格で売買契約を締結し，ａ町や公社の財政の健全性の確

保に努めるべき任務を有していた旨，被告人が担当する具体的な任務を認定して

いるので，この点で刑法２４７条の解釈を誤ったとはいえないし，上記( )につ2

いては，背任罪の成立には必ずしも行為者が自己単独の意思をもってその事務を

左右する権限を有することは必要でなく，他にその事務の遂行につき決定権限を

有する者があっても，行為者の担当する事務の範囲内に属する以上は背任罪が成

立するというべきであるところ，被告人Ａは，本件土地につき売買契約を締結す

るかどうかの決定権限を有しなかったとしても，売買契約の締結に向けて交渉を

進め，その内容をａ町議会や公社理事会で説明し，補正予算や契約締結に関する

議決を得た上で実際に売買契約を締結すべき任務を有していたのであるから，本

件土地の売買契約の締結は，被告人Ａがａ町長又は公社理事長として担当する事

務の範囲内に属する事項であるということができ，その任務違背について背任罪

の成立を認めた原判決が刑法２４７条の解釈適用を誤ったということもできない。

論旨は理由がない。

５ 被告人Ａの控訴趣意中，量刑不当について
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論旨は，要するに，被告人Ａに対しては，刑の執行を猶予するのが相当であり，

被告人を懲役２年６月の実刑に処した原判決の量刑は，共犯者Ｄに刑の執行猶予

が付されたことと比較し，重過ぎて不当である，というのである。

本件各犯行は，上記のとおり，被告人Ａが，共犯者Ｃらと共謀し，Ｆに対し，

本件土地の売買代金が真実は２億３０００万円であるのに２億円であると欺き，

本件土地上の根抵当権設定登記を抹消させて損害を与えたという２項詐欺，その

過程で敢行された売買代金が２億円であると虚偽の内容を記載した公文書を作成

してＦに送信したという虚偽公文書作成及び同行使，ａ町及び公社の任務に背き，

本件土地の売買代金２億３０００万円を支出させ，ａ町及び公社に合計３０００

万円相当の損害を与えたという背任の各事案であるが，本件各犯行は，ａ町長や

同町議会議員らが土地買収に絡んで不正の利益を得ようとした計画性の高い犯行

であり，その態様も，不良債権等の処理を適正に行う機関として公的使命を負っ

ていたＦを欺罔し，かつ住民の福祉の増進に寄与すべき公的団体であるａ町や公

社の任務に背くという，反社会性の強いものであった上，その被害も多額に上っ

ていること，被告人Ａは，ａ町長や公社理事長という公共性の高い重要な職責を

担っていたにもかかわらず，その立場を悪用し，ａ町議会や公社理事会に補正予

算を議案として提出して議決を得るなどの重要な役割を果たしており，本件各犯

行において主導的な立場にあったこと，被告人Ａは，平成１０年の町長選の際に

多額の借金を抱え，更に平成１４年の町長選でも選挙資金が必要であったことか

ら本件各犯行に及び，これにより１０００万円の利益を得て，借金返済，選挙資

金，飲食費等，専ら自己の用途に費消したものであり，その私欲に基づく動機に

特に酌むべき点はないことなどを考慮すると，犯情は芳しくなく，その刑事責任

は決して軽視できない。

そうすると，他方において，被告人Ａは，ａ町長に就任した当時から本件土地

の有効利用が課題となっており，その買収手続を進める中で，共犯者Ｃから裏金

作りの計画を持ち掛けられて犯意を生じたものであり，当初から犯行の機会を窺
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っていたものではないこと，被告人Ａは，ａ町の町民に迷惑を掛けたと反省し，

原審での保釈後にａ町長の職を辞したこと，前科がないこと，高齢であること，

妻と幼い孫の生活を支えるべき立場にあること，妻は，脳梗塞を患っていた上，

本件各犯行により精神的打撃を受け，うつ病に罹患したことなど，被告人のため

斟酌すべき諸事情を考慮しても，本件各犯行は計画性が高く町長という公的立場

をわきまえない反社会性の強いものであり，その被害も多額であることに徴する

と，原判決言渡しの時点においては，被告人Ａに対し刑の執行猶予を付するのが

相当であるとはいえず，被告人Ａを懲役２年６月（求刑懲役３年）の実刑に処し

た原判決の量刑が重過ぎて不当であるとまではいえない。

しかしながら，当審における事実取調べの結果によれば，原判決後，被告人Ａ

は，反省を深め，預貯金や身内の援助で１０００万円を用意し，これをａ町及び

公社に対する被害弁償に充てるため，主任弁護人の管理する預金口座に入金して

預けたため，少なくとも自己が費消した分については被害回復が可能となったこ

と，妻がうつ病で今なお通院しているため，妻に代わって日常の家事を行うと共

に，孫の監護養育にも努めていることなど，更に被告人のために斟酌すべき事情

が明らかとなり，これらの事情と上記の原判決当時判明していた諸事情を併せ考

えると，原判決の量刑は，現時点においては，被告人Ａに対し刑の執行を猶予し

なかった点で重きに過ぎることになったと認められる。

６ よって，刑訴法３９７条２項により原判決中被告人Ａに関する部分を破棄し，

同法４００条ただし書により当裁判所において更に判決する。

原判決の認定した犯罪事実に原判決と同一の法令を適用し，上記の諸事情を勘

案して，被告人Ａを懲役２年６月に処し，情状により刑法２５条１項を適用して

この裁判が確定した日から４年間上記刑の執行を猶予し，原審における訴訟費用

は，刑訴法１８１条１項本文によりその４分の１を被告人Ａに負担させることと

し，主文のとおり判決する。

また，被告人Ｂの本件控訴は理由がないから，刑訴法３９６条を適用してこれ
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を棄却することとする。

平成１８年３月２２日

広島高等裁判所岡山支部第１部

裁判長裁判官 安 原 浩

裁判官 河 田 充 規

裁判官 吉 井 広 幸


